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病床機能再編支援事業（単独支援給付金支給事業）
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② 2,280千円／床
（最高単価）

×18床＝
41,040千円

病床稼働率 減少する場合の１床当たりの単価

50%未満 1,140千円

50%以上60％未満 1,368千円

60%以上70％未満 1,596千円

70%以上80％未満 1,824千円

80%以上90％未満 2,052千円

90%以上 2,280千円

（H30年度病床機能報告）

① 単独病床機能再編計画について、地域医療構想調整会議の議論の内容
及び都道府県医療審議会の意見を踏まえ、都道府県が地域医療構想の実
現に向けて必要な取組であると認めたものであること。

② 病床機能再編を行う医療機関における病床機能再編後の対象３区分の
許可病床数が、平成30年度病床機能報告における対象３区分として報告
された稼働病床数の合計の90％以下であること。

平成30年度病床機能報告において、平成30年7月1日時点
の病床機能について、高度急性期機能、急性期機能及び慢性
期機能（以下「対象３区分」）と報告した病床数の減少を伴
う病床機能再編に関する計画（以下「単独病床機能再編計
画」）を作成した医療機関の開設者又は開設者であった者。

支給対象 支給要件

支給額の算定方法

① 平成30年度病床機能報告において、対象3区分として報告された病床の稼働病床数の合計から一日平均実働病床数
（対象３区分の許可病床数に対象３区分の病床稼働率を乗じた数）までの間の病床数の減少について、対象３区分の病床稼働率に応じ、
減少する病床１床当たり下記の表の額を支給。

② 一日平均実働病床数以下まで病床数が減少する場合は、一日平均実働病床数以下の病床数の減少については2,280千円／床を支給。
③ 上記①及び②の算定にあたっては、以下の病床数を除く。

・回復期機能、介護医療院に転換する病床数 ・同一開設者の医療機関へ病床を融通した場合、その融通した病床数
・過去に令和２年度病床機能再編支援補助金における病床削減支援給付金及び本事業の支給対象となった病床数

医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機能再編を実施する場合、減少する病床数に応じた
給付金を支給することにより、地域医療構想の実現に向けた取組を支援する。【国：１０/１０負担】

① 1,596千円／床
（病床稼働率65％の単価）

×22床＝
35,112千円

①（35,112千円）＋②（41,040千円）＝76,152千円の支給
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　高知県病床機能再編支援交付金につきまして、令和４年度分として以下の３医療機関より申請がありましたので、交付金交付要綱に基づき意見照会を行います。

　なお、各地域医療構想調整会議においては交付金の活用について、既に意見照会を終えております。

【申請医療機関・交付見込額の概要】

構想区域名 市町村名 医療機関名 病床削減の理由等 削減日
許可

病床数
稼働

病床数①
削減後

病床数②

削減
病床数
②－①

介護医療院
への転換
病床数

病床
稼働率

中央区域 高知市 毛山病院
入院患者の減少及び医師の高齢化に
より、病床を削減し無床診療所へ転向
することとした。

R5.1
44(H30)
26(R2)

13 0 ▲ 13 0
○16.3%(H30)
  25.5%(R2)
  25.0%(R3)

1,140千円×6
床＋2,280千円
×7床＝

22,800千円

中央区域 高知市
渋谷内科胃
腸科

入院患者の減少により、病床を削減し
無床診療所へ転向することとした。

R3.10 18 5 0 ▲ 5 0
○31.5%(H30)

  3.8%(R2)
  28.0%(R3)

2,280千円×
5床＝

11,400千円

中央区域 高知市
高知ハーモ
ニーホスピタ
ル

精神病床の看護体制の充実のため、
療養病床を削減することとした。

R4.4 22 22 0 ▲ 22 0
○86.2%(H30)
  76.4%(R2)
  69.0%(R3)

2,052千円×4
床＋2,280千円
×18床＝

49,248千円

※　「病床稼働率」については、H30，R2病床機能報告における数値のいずれか高い方を採用することとしている。 計 83,448千円

【交付金の交付に関する県の考え】

　　以下の理由により、交付金の交付については問題はないと考えます。

　　・　３医療機関ともに、今後の人口動態や入院患者の需要予測等を踏まえ、自主的に判断した病床削減であること。

　　・　３医療機関ともに、圏域内で過剰となっている急性期又は慢性期病床の削減であること。

　　・　病床削減による地域の医療機関や入院患者等への影響は少ないと考えられること。

高知県病床機能再編支援交付金の審議一覧

補助基準額


